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１．更正等と受入れの関係 

 法人が法人税の税務調査を受けた場合には、その税務調査の結果に応じて、過去の事業年度の更正が行われたり、過去

の事業年度の修正申告を求められたりすることとなるわけですが、基本的には、過少申告加算税の対象のみの場合には過去

の５期について課税が行われ、重加算税の対象がある場合には過去の７期について課税が行われることとなります。これは、

周知のとおり、法人税の更正に期間の制限があることによるものです。 

 

 この更正の期間制限に関しては、更正が行われる期間及び将来の期間の法人税の申告において、更正が行われる期間前

の過去の期間に生じた資産・負債・資本金等の額・利益積立金額を埒外に置いてよい、ということを意味するものではないとい

う点に留意する必要があります。 

 

 税務調査において、更正が行われる期間前の過去の期間に生じた資産・負債・資本金等の額・利益積立金額があることが判

明した場合には、更正が行われる期間の最初の事業年度の利益積立金額・資本金等の額の明細書の期首にそれらの金額を

記載して受け入れることとなります。 

 

 更正が行われる期間前の過去の期間に生じた資産・負債・資本金等の額・利益積立金額であったとしても、それらが法人の

ものであることに変わりがあるわけではなく、更正によって所得に課税を行うということが行われないだけですから、このよう

に、法人に受け入れることは、蓋し当然ということになります。  

２．税務調査と納税者における事前準備 

 現実の税務調査に目を向けてみると、更正が行われる期間前の過去の期間にまで遡って問題が確認されるといった事例

は、あまり多くはないと思われます。これは、税務調査が、前回の税務調査後の期間を対象として行われることが多いことと、

専ら更正が行われる期間内を対象として行われることに、その主な理由があると考えられます。 

 

税務調査に関しては、このような現実があるため、納税者においても、税務調査があることが予測されていたり、税務調査の

事前通知を受けた場合には、直前期の見直しに重点を置きつつ、前回の税務調査の対象となった期間の後の期間について

見直しを行うといった例が多いものと思われます。 

 

 納税者においては、税務調査に対する事前準備としては、通常、このようなもので済むことになっているものと想定されま

す。  

３．組織再編成・資本等取引が税務調査の対象となる場合の特殊性 

 通常は、税務調査に対する事前準備としては、上記２で述べたような対応で済むものと考えられますが、法人が過去に組織

再編成や資本等取引を行っている場合には、往々にして、そのような対応では済まないことがあります。 

 

 法人が 10 年前から交際費を会議費としていたという例（例 1）と法人が 10 年前に合併によって被合併法人の資産及び負債

の移転を受けたという例（例２）について考えてみましょう。 



 

 例１においては、税務調査で会議費を交際費として損金算入限度超過額を所得金額に加算する必要があると指摘されたと

すれば、更正ができる期間― 通常は 5 期―についてのみ、各期の所得金額にその損金算入限度超過額を加算する処理を

行うこととなり、更正ができる期間前の過去の期間に関しては、特段の処理は行わないこととなります。 

 

 これに対して、例２においては、かなり事情が異なることとなります。法人が 10 年前に行った合併に関して、その法人がその

合併を適格合併として申告を行い、被合併法人の資産及び負債についてその帳場価額によって引継ぎを受けていたが、税務

調査によって、その合併が非適格合併であったとされた、とします。 

 

 そうすると、その法人においては、10 年前の合併について、時価で被合併法人の資産及び負債を取得したものとされること

となります。この場合、合併が更正が行われる期間前に行われているため、適格合併として申告を行っていたものを非適格合

併とすることによって生ずることとなる資産及び負債の譲渡益・譲渡損を所得金額に加算したり減算したりする処理が行われ

ることはありません。 

 

 しかし、法人は、10 年前の合併が非適格合併であったということになれば、被合併法人の資産及び負債の取得価額を合併

時の時価としなければならないこととなります。 

 

 そして、法人がその資産及び負債を更正が行われる期間内に譲渡したり返済したりしていたとすれば、その法人には、その

譲渡や返済について、被合併法人から引き継いだ帳簿価額に基づいて計算した所得金額を合併時の時価に基づいて計算し

た所得金額に是正する更正が必要となってくることになります。 

 

 このような更正の結果がその譲渡や返済に係る当初の申告の所得金額を増加させるものとなるのか、あるいは、減少させる

ものとなるのかは、その資産及び負債の合併時の含み損益の状況によって異なることとなるわけですが、この例から分かると

おり、合併等の組織再編成や資本等取引に関しては、それらが法人の資産・負債・資本金等の額・利益積立金額という事業年

度を越えて繰り越される項目に影響を与える関係上、更正が行われる期間内のものを考慮するだけでは済まないという特殊

性があるわけです。  

４．組織再編成・資本等取引への対応 

 上記３で述べた特殊性は、改めて申し上げるまでもなく、組織再編成や資本等取引にのみ固有のものではなく、内部留保項

目に関しては、同様の事情にあります。 

 

 しかし、組織再編成や資本等取引に関しては、今後、税務調査において調査対象となる可能性が高く、また、問題となる金額

が大きくなることが少なからず有ると想定されることからすると、他の内部留保項目とは異なり、特に留意することが必要とな

ると考えられます。 

 

 換言すれば、組織再編成や資本等取引に関しては、更正が行われる期間の経過に伴って税制上の問題が解消されることと

なる一部のものを除き、長期にわたって税務調査においてその処理の適否が問題とされるおそれがある、ということになりま

す。 

 

 このことは、組織再編成や資本等取引に関しては、他の項目に対する以上に十分に注意して税務処理を行う必要があるとい

うことを意味しています。従来、組織再編成や資本等取引に関しては、税務調査において法人の処理を否認するといったこと

がほとんど行われてきていないために、これらを利用した「租税回避行為」と言わざるを得ないものも見受けられる状況となっ

ていることからすると、この点は、非常に重要であると考えられます。   


